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津島市子ども・子育て支援事業計画の変更について津島市子ども・子育て支援事業計画の変更について津島市子ども・子育て支援事業計画の変更について津島市子ども・子育て支援事業計画の変更について    

    

第４章第４章第４章第４章    子ども・子育て支援事業計画子ども・子育て支援事業計画子ども・子育て支援事業計画子ども・子育て支援事業計画    

    （２）教育・保育の量の見込みと確保方策等（２）教育・保育の量の見込みと確保方策等（２）教育・保育の量の見込みと確保方策等（２）教育・保育の量の見込みと確保方策等    
  ②量の見込みと確保方策等②量の見込みと確保方策等②量の見込みと確保方策等②量の見込みと確保方策等    

・平成 29 年度 4 月より昭和幼稚園と神守南部保育園が認定こども園（幼保連携型）

に移行予定。よって 1 号・2 号・3 号の確保方策等の数値が変更となります。 

 （計画変更予定） 

②-1 １号認定 

図表 46 1 号認定（3 歳以上保育必要なし。2 号認定教育ニーズを含む）〈単位：人〉 

区分 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 
（必要利用定員総数） 

742 人 672 人 628 人 618 人 623 人 

 1 号認定 608 人 551 人 515 人 507 人 511 人 

 2 号認定教育ニ

ーズ（保育の必要あ

りで幼稚園希望） 
134 人 121 人 113 人 111 人 112 人 

確保方策 838 人 838 人 838 人 838 人 838 人 

 特定教育・保育施設 

（公立幼稚園） 
105 人 105 人 105 人 105 人 105 人 

 確認を受けない

幼稚園 733 人 733 人 733 人 733 人 733 人 

 

 

 

区分 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 
（必要利用定員総数） 

742 人 672 人 628 人 618 人 623 人 

 1 号認定 608 人 551 人 515 人 507 人 511 人 

 2 号認定教育ニ

ーズ（保育の必要あ

りで幼稚園希望） 
134 人 121 人 113 人 111 人 112 人 

確保方策 
838 人 838 人 

853 人 

（未確定） 

853 人 

（未確定） 

853 人 

（未確定） 

 特定教育・保育施設 

（公立幼稚園・

認定こども園） 

105 人 105 人 
329 人 

（未確定） 

329 人 

（未確定） 

329 人 

（未確定） 

 確認を受けない

幼稚園 733 人 733 人 524 人 524 人 524 人 

・「確認を受けない幼稚園」中、平成 29 年度には、昭和幼稚園定員 209 名が減され、

特定教育・保育施設（公立幼稚園）のみで計上していた 105 人に、昭和幼稚園分 209

名（未確定数）、神守南部保育園 15 名（未確定数）が増となり、1 号認定確保方策の

人数が 15 名増となる予定ですが、利用定員設定については、量見込み範囲内で園と

相談のうえ進めていきたいと思います。 

資料３ 
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②-2 ２号認定 

図表 47 2 号認定（3 歳以上保育の必要あり）〈単位：人〉 

区分 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 
（必要利用定員総数） 

837 人 759 人 709 人 698 人 704 人 

確保方策 780 人 780 人 780 人 780 人 780 人 

 特定教育・保育施設 780 人 780 人 780 人 780 人 780 人 

 認可外保育施設 ― ― ― ― ― 

 

 

 

区分 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 
（必要利用定員総数） 

837 人 759 人 709 人 698 人 704 人 

確保方策 
780 人 780 人 

800 人 

（未確定） 

800 人 

（未確定） 

800 人 

（未確定） 

 
特定教育・保育施設 780 人 780 人 

800 人 

（未確定） 

800 人 

（未確定） 

800 人 

（未確定） 

 認可外保育施設 ― ― ― ― ― 

・認定こども園に移行した場合は、必ず２号認定を設定する必要があるため、確保方

策人数は増となります。 

・2 号認定の設定人数は、おおよそ 1 号認定の 1 割程度でもよいと県から回答を得て

います。 

・以上のことを前提として昭和幼稚園が認定こども園に移行した場合、約 200 人定員

の 1 割である 20 名が 2 号認定に設定されたと仮定して、平成 29 年度より特定教育・

保育施設の確保人数が 20 人増となります。（未確定数） 
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②-3 ３号認定 

図表 48 3 号認定（3 歳未満保育の必要あり）〈単位：人〉 

（（（（0000 歳）歳）歳）歳）    

区分 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 
（必要利用定員総数） 

57 人 55 人 54 人 53 人 52 人 

確保方策 57 人 57 人 57 人 57 人 57 人 

 特定教育・保育施設 57 人 57 人 57 人 57 人 57 人 

 特定地域型保育事業    ― ― ― ― ― 

 認可外保育施設 ― ― ― ― ― 

 

 

（（（（0000 歳）歳）歳）歳）    

区分 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 
（必要利用定員総数） 

57 人 55 人 54 人 53 人 52 人 

確保方策 
57 人 57 人 

60 人 

（未確定） 

60 人 

（未確定） 

60 人 

（未確定） 

 
特定教育・保育施設 57 人 57 人 

60 人 

（未確定） 

60 人 

（未確定） 

60 人 

（未確定） 

 特定地域型保育事業    ― ― ― ― ― 

 認可外保育施設 ― ― ― ― ― 

 

（（（（1111・・・・2222 歳）歳）歳）歳）    

区分 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 
（必要利用定員総数） 

379 人 390 人 377 人 368 人 360 人 

確保方策 390 人 390 人 390 人 390 人 390 人 

 特定教育・保育施設 348 人 348 人 348 人 348 人 348 人 

 特定地域型保育事業    42 人 42 人 42 人 42 人 42 人 

 認可外保育施設 ― ― ― ― ― 

 

 

（（（（1111・・・・2222 歳）歳）歳）歳）    

区分 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 
（必要利用定員総数） 

379 人 390 人 377 人 368 人 360 人 

確保方策 390 人 

（367 人） 

390 人 

（367 人） 

365 人 

（未確定） 

365 人 

（未確定） 

365 人 

（未確定） 

 
特定教育・保育施設 348 人 348 人 

365 人 

（未確定） 

365 人 

（未確定） 

365 人 

（未確定） 

 
特定地域型保育事業    

42 人 

（19 人） 

42 人 

（19 人） 

42 人 

（0 人） 

42 人 

（0 人） 

42 人 

（0 人） 

 認可外保育施設 ― ― ― ― ― 
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・平成 29 年度 4 月より小規模保育を廃止し、認定こども園として計上します。 

・平成 27 年度には特定地域型保育事業（小規模保育等）への移行が昭和幼稚園 1 園

であったため。確保方策の実績としては 19 人となりました。 

 

 

今後の動向を踏まえたうえで、平成 29 年度にあわせて計画を変更していく予定で進

めてまいります。 


